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三大都市圏の派遣時給は 1578 円、高スキルの需要増 

大手派遣サイトが１０月２１日発表した、１０月の派遣平均時給（三大都市圏、募集時）は

１５７８円で、前月比０．４％増、前年同月比０．１％増となり、２カ月ぶりに前年を上回

りました。 
新型コロナウイルスの感染拡大の影響により、生産性の高い経験者の募集案件が増えたこと、

人手不足の著しい介護系の時給引き上げ案件が増えたためです。 職種別（大分類）では、

最大規模の「オフィスワーク系」が１５６３円（前年同 月比１．５％減）とマイナスが続

いており、「営業・販売・サービス系」も１４９０円（同０．５％減）のマイナス。一方で、

それ以外の「ＩＴ系」が２２５３円 （同１．３％増）、「技術系」が１８８６円（同２．

９％増）、「クリエイティブ 系」が１８９０円（同１．１％増）、「医療・介護系」が１

３２３円（同０．９％ 増）などの伸びをみせました。 

 
地域別では、関東が１６４１円（同０．２％増）、東海が１３９２円（同３．０％増）、関

西が１４１０円（同３．０％増）と３地域ともプラスになりました。 
三大都市圏以外では、北海道が１２５０円（同６．４％増）、中国・四国が１２３４円（同

１．５％増）、九州・沖縄が１２４７円（同５．２％増）のプラスで、東北は１１４６円（同

１．２％減）、北信越も１１９５円（同０．５％減）のマイナスでした。 

９月の有効求人倍率１．０３倍、９カ月連続の低下 

厚生労働省が１０月３０日発表した９月の有効求人倍率（季節調整値）は前月比０．０１ポ

イント下落の１．０３倍でした。９カ月連続の低下で、単月では２０１３年１２月と同じ水

準で、下降局面では０７年後半と同じ水準。新型コロナウイルスの感染拡大による企業の求

人意欲の低下が依然として続いていますが、低下のペースは少し緩やかになりました。都道

府県別（就業地別）では福井県の１．５２倍が最高で、最低は沖縄県の０．７１倍でした。 



 
新規求人倍率は２．０２倍で前月比０．２０ポイント上回りました。新規求人数 （原数値）

は前年同月比１７．３％減で、前月から約１０ポイント上昇しており、 落ち込み幅は徐々

に縮小しています。業種別では前月までと同様に、生活関連サー ビス・娯楽業の同３２．

９％減、宿泊・飲食サービス業の同３２．２％減、卸・小 売業の同２８．３％減、製造業

の同２６．７％減などが目立ちました。  
また、正社員の有効求人倍率（季節調整値）は前月と同じ０．７８倍でした。  

 

９月の完全失業率、横ばいの３．０％ 総務省が１０月３０日発表した９月の就業者数は６

６８９万人で、前年同月比７ ９万人減と６カ月連続で減少しました。完全失業者は２１０

万人で同４２万人増え、 ２００万人の大台を超えて８カ月連続の増加です。 この結果、完

全失業率（季節調整値）は前月と同じ３．０％となりました。単月 では１６年後半と同じ

水準で、悪化傾向で比較するとバブル崩壊が本格化した１９ ９４年後半～９５年前半と同

じ水準。内訳は男性が前月から０．２ポイント悪化の ３．２％で、女性が０．２ポイント

改善の２．７％。 
形態別雇用者数では役員を除く雇用者５６０８万人のうち、正社員は ３５２９万人で前年

同月より４８万人増。非正規社員は２０７９万人で、 前月に続いて同１２３万人の大幅減。

非正規ではパートが１０３９万人 （同２４万人減）、アルバイトが４４５万人（同３７万

人減）、契約社 員が２６７万人（同４０万人減）、派遣社員が１４３万人（同３万人 減） 、
嘱託が１０９万人（同１７万人減）といずれも減少が続いています。非正規 比率は前月比

０．２ポイント増の３７．１％。 また、９月の休業者は１９７万人となり、前月比１９万

人減、前年同月比３５万 人増と依然として高い水準が続いています。 コロナ禍で苦戦続く、

９月の求人広告件数 全国求人情報協会が１０月２３日発表した９月の求人広告掲載件数

（週平均・職 種別合計）は６８万９３６６件で、前年同月に比べ５５．５％の大幅減とな

りまし た。５月を底に８月にかけて緩やかながら持ち直しの兆しをみせていましたが、９ 
月で再び落ち込みました。新型コロナウイルス感染症の影響から本格的な回復基調 に転じ

るにはしばらく時間がかかりそうです。 



 
職種別でみると、「サービス」の中で「飲食店スタッフ」が前年同月に比べ６８． ７％減、

「調理スタッフ」は同６３．３％減。「運搬・清掃・包装」は同４８． ０％減、最も掲載

件数が多い「販売」も同５５．１％減と大幅なマイナスとなりま した。「医療・福祉サー

ビス」も４６．０％減となり、コロナ禍で苦戦しています。 雇用形態別では、全体の７割

を占めるアルバイト・パートが同５６．９％減、こ のほか正社員が同６０．２％減、契約

社員が同６４．８％減でした。 また、地域別では全国６ブロックすべてが同５２．０％か

ら６０．７％の減少と なっており、８月に比べて悪化しています。 調査は、全求協が主要

１５社から週ごとの広告データの提供（派遣・職業紹介を 除く）を受け、再集計して週平

均値を算出しています。 


